
（１）融資条件等

　　事業者支援の枠組み）による検討に基づき作成又は決定された事業再生の計画
②（独）中小企業基盤整備機構の指導又は助言を受けて作成された事業再生の計画

④（株）整理回収機構が策定支援した再生計画
⑤（株）地域経済活性化支援機構が再生支援決定を行った事業再生計画
⑥（株）東日本大震災事業者再生支援機構が支援決定を行った事業再生計画
⑦私的整理ガイドラインに基づき成立した再建計画

（２）融資の流れ

⑨中小企業の事業再生等に関するガイドラインに基づき成立した事業再生計画

⑪産業競争力強化法に規定する認定支援機関（（株）東日本大震災事業者再生支援機
　構法（平成23年法律第113号）第59条第1項に規定する産業復興相談センターを含
　む。）の指導又は助言を受けて作成された事業再生の計画

特別利率Ｅ（７年まで年１．６％　１０年まで年１．８０％　１５年まで年２．２０％）

商工会等
（意見書添付）

⑫中小企業等経営強化法に規定する認定経営革新等支援機関が経営改善計画策定支援
　事業によって策定を支援した事業再生の計画

指定金融機関

指定金融機関 信用保証協会

保証料率
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返済方法 原則として毎月均等返済

申込み窓口 指定金融機関

・融資利用者は経営改善・事業再生計画の実施状況を金融機関へ報告が必要（四半期毎）

・金融機関は経営支援の実施状況を含め信用保証協会へ報告が必要（年１回）

大分銀行、豊和銀行、大分信用金庫、大分みらい信用金庫、日田信用金庫、大分県信用
組合、商工中金、西日本シティ銀行、肥後銀行、筑邦銀行、北九州銀行、横浜幸銀信用
組合、愛媛銀行、伊予銀行

備　　　考

５．事業再生支援資金

県内で保証対象事業を行っている中小企業者又は組合で、以下のいずれかの計画（債権
者全員の合意が成立したものに限る。）に従って事業再生を行い、金融機関に対して計
画の実行及び進捗の報告を行うもの

保証人については、必要に応じて徴求する。ただし、法人代表者以外の連帯保証人は原
則徴求しない。（経営者保証免除対応の利用可）担保については、必要に応じて徴求す
る。

⑩（独）中小企業基盤整備機構が出資した投資事業有限責任組合が策定を支援した
　再建計画

①経営サポート会議（信用保証協会等を事務局とした金融機関等の関係者による

融資期間
分割返済：１５年以内（うち据置３年以内）
一括返済：１年以内

年０．２５％　※国の補助込みの率。補助条件については「事業再生計画実施関連保証（経営改

善・再生支援強化型）制度要綱（令和7年1月29日付中小企業庁制定による）

（原則責任共有対象。但し、責任共有対象外資金を残高以内で本資金へ借換える場合
は、引き続き責任共有対象外を維持。令和２年経済産業省告示第４９号により経済産業
大臣が認めた場合として定めた期間（当該期間を延長した場合は延長した期間を含
む。）に信用保証協会が保証申込を受付け、かつ貸付実行されたSN保証５号による既往
借入金を本資金で借換える場合は、責任共有対象外となる。）

融資対象者

資金使途 策定した経営改善計画、再生計画の実行に必要な資金

融資限度額 設備資金・運転資金　２億８，０００万円（別枠）

③特定認証紛争解決手続（産業競争力強化法第2条第16項に規定）に従って作成され
　た事業再生計画

⑧自然災害による被災者の債務整理に関するガイドラインに基づき作成された計画
　で、特定債務等の調整の促進のための特定調停に関する法律（平成11年法律第158
　号）に基づく調停における調書（同法第17条第1項の調停条項によるものを除
　く。）又は同法第20条に規定する決定において特定されたもの

融資利率

①（経営改善計画等

策定後）申込
②書類送付

②書類送付

②保証申込

③保証決定④融資実行

⑤計画実施状況等報告 ⑥計画実施状況等報告


